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西鉄労組２０１５年秋季年末闘争方針（案）並びに退職金闘争方針（案）
1 情勢と課題
⑴　安倍政権は、デフレ脱却に向けて経済政策を最優先に進めてい
ますが、実体経済が伴わない表面的な景気回復を作り出そうとす
るその政策は、国民の将来に向けて、大きな危険を伴うものとなっ
ています。　
　　景気動向では、９月に発表された2015年４－６月期の国内総生
産が、実質で年率▲1.2％と、３四半期ぶりのマイナス成長とな
り、景気回復とは言い難い状況にあります。
　　国の2015年度予算は、一般会計総額が96.3兆円で過去最大規模
となり、公共事業費も前年並みの６兆円を計上しています。一方
で税収は、消費税率の引き上げなどで4.5兆円増えてはいるもの
の、国債による歳入も36.9兆円となり、2015年３月末時点で国の借
金は、1,053兆3,572億円にも膨れ上がっています。
⑵　安倍首相は、「国際社会と連携してテロと戦う」ことを強調し、
言葉巧みに「国民の怒り」をあおり、国民感情を利用しながら戦争
のできる国づくりを進めています。
　　国家安全保障会議の設置、特定秘密保護法、集団的自衛権行使
容認の閣議決定、新「防衛計画大綱」による軍備拡大、武器輸出
禁止三原則廃止をおこなったうえ、国民の怒りの声に耳を傾けもせ
ず、９月19日には参議院本会議において「安全保障関連法案」を、
数の力を背景に強行採決しました。自衛隊の海外活動の範囲を広
げ、武器使用基準を緩和するために自衛隊法や武力攻撃事態法な
どが改正され、さらに存立危機事態（米軍だけでなく他国が武力攻
撃を受けた際、そのことで日本が脅かされると政府が認定すれば自
衛隊が反撃できる）が新たに設けられ、他国軍支援のため自衛隊を
随時派遣できる恒久法（国際平和支援法）を制定させました。
　　今後も平和憲法を擁護し、「戦争もテロも許さない」という従来
からの私鉄総連の方針を堅持し、戦争のできる国づくりへの阻止
に向けた取り組みを進めていきます。
⑶　雇用者に占める非正規雇用者率は37.2％（2015年８月）と、依然
として高い状態が続いています。こうした状況の中で安倍政権
は、労働者保護の法制（ルール）緩和を推し進めました。具体的
には、労働者の派遣期間制限を撤廃し、均等待遇原則の導入を見
送り、生涯派遣で低賃金の労働者を拡大させる改正労働者派遣法
を９月11日に成立させました。さらに、今国会での成立は見送られ
ましたが、労働時間規制の適用を免除する制度（ホワイトカラーエ
グゼンプション）など、労働時間規制の緩和を中心とした労働基
準法の一部改正を目論んでいます。
　　また、６月の規制改革会議では、不当解雇時の金銭補償解決制
度導入に向けた有識者会議の新設が答申され、同月に閣議決定さ
れた「日本再興戦略」改定2015の中でも、具体化に向けた議論の
場を直ちに立ち上げ、検討を進めることなどが盛り込まれました。
労働者保護ルールの改悪は、雇用を一層不安定なものにし、今あ
る格差をさらに拡大することが懸念されます。
⑷　2014 年度の労災補償関係は、メンタルヘルスが原因の請求が
1,456件（うち支給決定497件）、脳・心臓疾患の請求が763件（同
277件）となり、年々メンタルヘルス関連の比率が高まり、その対策
が喫緊の課題となっています。また、メンタルヘルスが原因の請求
件数を職種別でみると、自動車運転従事者が71件（同29件）で3位
となっており、その原因の一つには長時間労働があげられます。
　　交通産業は、一般に長時間・不規則勤務であり、未然に労働災
害の発生を防ぐためにも、長時間労働の是正や改正労働安全衛生
法で創設されたストレスチェック制度（50人未満の事業場は努力
義務）の整備などが大切な取り組みとなっています。
　　また、長時間・不規則勤務に加えて、賃金についても他産業と
比較して低い水準にあることが深刻な要員不足の一因となってい

ます。こうした中で安全輸送の使命を果たしていくためには、優
秀な人材の確保が大きな課題です。
⑸　15秋闘では、健康で安心して働くことができ、仕事に誇りと将
来に希望の持てる、魅力ある職場づくりを主眼に取り組みを進め
ていきます。
　　さらに、15秋闘で組織した組合員の団結力をもって、交通政策
要求実現、労働環境、労働条件の改善をはかるためにも、私鉄総
連組織内候補「森屋たかし」氏の絶対当選に向けて全力をあげな
ければなりません。

2 15秋闘 労働協約闘争の要求と取り組みについて
≪産別統一要求≫　
　私鉄総連は、情勢と課題を踏まえ、15秋闘労働協約闘争の産業別
統一要求として、次の３項目を掲げ、地連統一要求、単組独自要求
と併せて積極的に取り組みます。

１．定期昇給制度を基本とした賃金制度の確立と充実をおこな
うこと。

２．ストレスチェック制度の導入とメンタルヘルス対策の充実
をおこなうこと。

３．祝日法改正による新たな国民の祝日は、特別休日として協
約化をはかること。

１．定期昇給制度を基本とした賃金制度の確立と充実
⑴　私鉄総連は、バブル経済崩壊以降、春闘を取り巻く情勢や少
子高齢化による就学就業人口の減少、規制緩和などの産業を取
り巻く情勢を踏まえ、2010年7月に第２次中期賃金方針を決定
しました。
　　第２次中期賃金方針は、長期安定雇用を基本に、①将来にわ
たって生活できる賃金水準の維持・向上、②賃上げゼロをなく
す、③労働意欲の維持・向上、④経験・能力や業績の向上に対す
る配慮、を前提に定期昇給制度の導入促進に取り組んできまし
たが、全体の25％にとどまっています。
　　また、バブル経済崩壊以降、多くの組合で定期昇給分の確保
も困難な状況が続いているため、他産業との格差も拡大傾向に
あり、全産業平均と比較しても低い賃金水準であることが要員
不足の一因ともなっています。
　　私鉄総連は、賃金水準の低下に歯止めをかけるとともに、第
２次中期賃金方針で示した、①安心して働き続けられる賃金水準
の実現、②人命を預かる仕事にふさわしい賃金、③私鉄・バス・
ハイタクの魅力ある産業としての社会的地位向上をはかるため
に、定期昇給制度を基本とした賃金制度の確立と充実を求めて
いくこととします。

２．ストレスチェック制度の導入とメンタルヘルス対策の充実
⑴　改正労働安全衛生法で創設された「ストレスチェック制度」
は、2015年12月１日から施行されることになりました。同制度は、
メンタルヘルス不調による労災認定が年々増加傾向にあること
から事業者に対して、労働者の心理的な負担の程度を把握する
ための医師、保健師などによる検査（ストレスチェック）の実施
を義務づけています。
　　また、検査結果を通知された労働者の希望に応じ、医師によ
る面接指導を実施し、その結果、医師の意見を聞いたうえで、
必要な場合には作業の転換、労働時間の短縮、その他、適切な
就業上の措置を講じなければならないとしています。
　　今回施行される「ストレスチェック制度」は、50人未満の事
業場では努力義務であることに加え、交通産業は、メンタルヘ

ルス不調が起因の労災が多い業種であることから、すべての事
業場で「ストレスチェック制度」の導入を求めることとします。
⑶　メンタルヘルス不調の大きな原因の一つには、長時間労働や不
規則な生活があげられます。私たちの職場は、まさに長時間・不
規則勤務であり、昼と夜とが逆転する業務も少なくありません。
さらに、定時運行の維持や乗客への対応、道路の走行環境など
安全に配慮しながらの業務は、緊張と同時にストレスを高めます。
　　メンタルヘルス対策は、多くの組合で取り組みを進めていま
すが、ストレスチェック制度を導入した組合においても、「心身
の病」を克服した労働者の職場復帰に向けた支援プログラムの
策定など、メンタルヘルス対策の課題は労使共通の課題として
協議し、充実をはかっていくこととします。

３．祝日法改正による新たな国民の祝日は、特別休日として協約化
をはかる
⑴　「国民の祝日に関する法律」が2014年５月23日に改正され、
毎年8月11日を「山の日」とし、2016年から施行されることとな
りました。この改正により国民の祝日は、年間16日となりました。
⑵　これまでの私鉄総連の取り組みは、「国民の祝日」に関して、
法律が改正されるたびに秋闘の統一要求として取り組み、労働
時間の短縮闘争と相まって「法定外休日」として協約化してき
ました。現在、86組合で協約化（2014年組織・職場総点検調査）
していますが15秋闘では、8月11日の「山の日」をはじめ祝日法
改正による新たな国民の祝日は、特別休日として協約化するこ
ととします。
　　なお交渉では、国民の祝日に関する法律の「国民の祝日の定
め」（第２条）、「『国民の祝日』は、休日とする」（第３条）に留
意しながら協約化することを求めていくこととします。

≪九州地連統一要求≫
１．マイナンバー制度の運用開始に向け、現行労働協約の検証
　を行うこと。
　　2016年１月からの「マイナンバー制度」運用開始に伴い、個人
情報保護の観点から現行協定の検証をおこない、不備のある場合
は新たな協約による保護ルールを確立するとともに、これに違反
した場合の罰則強化をめざします。

3 西鉄労組２０１５年秋季年末闘争について
　「総連2015年秋季年末闘争方針」に則り、産別統一要求３項目、
九州地連統一要求１項目、および下記の単組独自要求２項目につい
て、闘争委員会を設置し闘いを進めます。
≪単組独自要求≫
１．育児・介護にかかわる諸制度のさらなる充実をはかるととも
　に制度を取得しやすい環境を整備すること。
　　14秋闘　組織・職場総点検でおこなった、育児・介護にかかわ
る諸制度に関するアンケートでは、全体としては概ね、取得しや
すい職場環境にあるとの結果であったが、男性組合員の取得率の
低さや、一部の職場では取得しやすい職場環境への早期改善が求
められるなど、取り組むべき課題は残っている。
　　次世代育成支援対策推進法では、育児に関する両立支援が企業
の社会的責任として求められ、さらに、育児・介護休業法では育
児だけでなく介護についても、両立支援が企業の法的義務として
求められています。
　　このような背景を踏まえ、育児・介護にかかわる諸制度取得時
の取り扱いなど、さらなる充実を求めるとともに、制度を取得しや
すい職場環境整備を求めていきます。
２．保存年休取得要件の拡大をはかること。
　　保存年休制度は、失効計画慰休を有給休暇とし50日を限度とし
て保存できる制度であるが、現行制度では、子の看護（小学校就
学前）および家族の介護を目的とした取得に限られているため、
より有効に活用できるよう求めていきます。

4 退職金闘争について
　西鉄労組では、2016年３月に退職金協定の改定期を迎えることか
ら、2016年４月以降の退職金協定の要求をおこないます。
　年金・医療・介護などの社会保障制度が揺らぐなか、組合員とそ
の家族が定年後も安心して生活を送るためには、退職金は極めて重

要なものです。退職金は、「賃金の後払いである」という基本認識を
堅持し「現行協定の継続」を求めます。
　また、現在の西鉄労組の退職金協定は、産別統一要求と要求時期
に違いがありました。今後、私鉄の仲間とともに産別統一要求として
闘いを進めるため、今年に限り協定有効期限の要求を２年とします。
　退職金闘争においては、組合員一人ひとりが要求の趣旨を十分理
解し、積極的に参加するとともに高率のスト権を確立し闘いを進め
なくてはなりません。
　よって、15秋闘とともに闘争委員会を設置し、闘争強化と闘争全
般の指導にあたります。
≪要求内容≫
　退職金協定内容（第２基本給を含む）の継続および協定有効
期限を2018年３月末とすること。

5 闘争の進め方
　産別統一要求、九州地連統一要求、単組独自要求、および退職金闘
争は、スト権を確立したうえ、単組別交渉にて回答を求めていきます。
⑴　要求書提出
　　産別統一要求は、10月15日付とし、総連・地連・西鉄労組の三
者連名による要求書を九州地連統一要求、単組独自要求、および
退職金協定の要求書と併せて11月２日に提出します。
⑵　スト権投票
　　15秋闘並びに退職金闘争については、スト権を確立し闘いを進
めることとし、投票は11月４日～ 11月６日（17時まで）におこ
ないます。
　　なお、分会長は投票終了次第、結果を集約し本部（各部門）に
報告とします。
⑶　戦術とストライキ日程
　　交渉を重視し解決に全力を挙げ、11月27日（金）までに回答
を求めます。また、組合側の「交渉重視」に対し、検討に値する
回答が得られないなど交渉が難航した場合は、スト権を背景にさ
らなる交渉促進をはかり、年内解決をめざします。
　　なお、争議予告については、総連が一括して11月16日（月）に
おこないます。

２０１５年秋闘・退職金闘争  闘争委員会の設置と任務分担
⑴　目　的
　　2015年秋闘・退職金闘争推進のため、闘争全般にわたる組織
体制の確立と指導にあたります。

⑵　性　格
　①　組合規約第８条～第11条に定める執行委員会の拡大会議としま
す。

　②　決議に採択を必要とする場合は、執行委員会でおこないます。
⑶　構　成
　　執行委員、特別執行委員
⑷　運営と権限
　①　総連の指令と具体化および独自の戦術
　②　戦術に臨む意思統一
　③　その他、執行委員会が必要と認めた事項

【組織および任務分担】
　　闘争委員長　　　佐　田
　　闘争副委員長　　　緒　方
　　闘争書記長　　　古　賀（孝）
１．交渉対策委員（資料作成・交渉実務・その他）
　　①対策委員：佐田・緒方・古賀（孝）・古賀（栄）
　　②交渉委員：古賀（孝）・古賀（栄）・山本・森・髙木
２．戦術委員会（戦術の具体化と立案）
　　　緒方・古賀（孝）・古賀（栄）・山本・森・髙木
３．組織・総務対策委員
　　（情報把握・指令・指示の伝達・交渉事項・その他）
　　　古賀（栄）・山本・森・髙木・末次
　　〔各部門担当〕
　　　自動車：松本、鉄道：渡辺、兼業：髙木
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には、労働者の派遣期間制限を撤廃し、均等待遇原則の導入を見
送り、生涯派遣で低賃金の労働者を拡大させる改正労働者派遣法
を９月11日に成立させました。さらに、今国会での成立は見送られ
ましたが、労働時間規制の適用を免除する制度（ホワイトカラーエ
グゼンプション）など、労働時間規制の緩和を中心とした労働基
準法の一部改正を目論んでいます。
　　また、６月の規制改革会議では、不当解雇時の金銭補償解決制
度導入に向けた有識者会議の新設が答申され、同月に閣議決定さ
れた「日本再興戦略」改定2015の中でも、具体化に向けた議論の
場を直ちに立ち上げ、検討を進めることなどが盛り込まれました。
労働者保護ルールの改悪は、雇用を一層不安定なものにし、今あ
る格差をさらに拡大することが懸念されます。
⑷　2014 年度の労災補償関係は、メンタルヘルスが原因の請求が
1,456件（うち支給決定497件）、脳・心臓疾患の請求が763件（同
277件）となり、年々メンタルヘルス関連の比率が高まり、その対策
が喫緊の課題となっています。また、メンタルヘルスが原因の請求
件数を職種別でみると、自動車運転従事者が71件（同29件）で3位
となっており、その原因の一つには長時間労働があげられます。
　　交通産業は、一般に長時間・不規則勤務であり、未然に労働災
害の発生を防ぐためにも、長時間労働の是正や改正労働安全衛生
法で創設されたストレスチェック制度（50人未満の事業場は努力
義務）の整備などが大切な取り組みとなっています。
　　また、長時間・不規則勤務に加えて、賃金についても他産業と
比較して低い水準にあることが深刻な要員不足の一因となってい

ます。こうした中で安全輸送の使命を果たしていくためには、優
秀な人材の確保が大きな課題です。
⑸　15秋闘では、健康で安心して働くことができ、仕事に誇りと将
来に希望の持てる、魅力ある職場づくりを主眼に取り組みを進め
ていきます。
　　さらに、15秋闘で組織した組合員の団結力をもって、交通政策
要求実現、労働環境、労働条件の改善をはかるためにも、私鉄総
連組織内候補「森屋たかし」氏の絶対当選に向けて全力をあげな
ければなりません。

2 15秋闘 労働協約闘争の要求と取り組みについて
≪産別統一要求≫　
　私鉄総連は、情勢と課題を踏まえ、15秋闘労働協約闘争の産業別
統一要求として、次の３項目を掲げ、地連統一要求、単組独自要求
と併せて積極的に取り組みます。

１．定期昇給制度を基本とした賃金制度の確立と充実をおこな
うこと。

２．ストレスチェック制度の導入とメンタルヘルス対策の充実
をおこなうこと。

３．祝日法改正による新たな国民の祝日は、特別休日として協
約化をはかること。

１．定期昇給制度を基本とした賃金制度の確立と充実
⑴　私鉄総連は、バブル経済崩壊以降、春闘を取り巻く情勢や少
子高齢化による就学就業人口の減少、規制緩和などの産業を取
り巻く情勢を踏まえ、2010年7月に第２次中期賃金方針を決定
しました。
　　第２次中期賃金方針は、長期安定雇用を基本に、①将来にわ
たって生活できる賃金水準の維持・向上、②賃上げゼロをなく
す、③労働意欲の維持・向上、④経験・能力や業績の向上に対す
る配慮、を前提に定期昇給制度の導入促進に取り組んできまし
たが、全体の25％にとどまっています。
　　また、バブル経済崩壊以降、多くの組合で定期昇給分の確保
も困難な状況が続いているため、他産業との格差も拡大傾向に
あり、全産業平均と比較しても低い賃金水準であることが要員
不足の一因ともなっています。
　　私鉄総連は、賃金水準の低下に歯止めをかけるとともに、第
２次中期賃金方針で示した、①安心して働き続けられる賃金水準
の実現、②人命を預かる仕事にふさわしい賃金、③私鉄・バス・
ハイタクの魅力ある産業としての社会的地位向上をはかるため
に、定期昇給制度を基本とした賃金制度の確立と充実を求めて
いくこととします。

２．ストレスチェック制度の導入とメンタルヘルス対策の充実
⑴　改正労働安全衛生法で創設された「ストレスチェック制度」
は、2015年12月１日から施行されることになりました。同制度は、
メンタルヘルス不調による労災認定が年々増加傾向にあること
から事業者に対して、労働者の心理的な負担の程度を把握する
ための医師、保健師などによる検査（ストレスチェック）の実施
を義務づけています。
　　また、検査結果を通知された労働者の希望に応じ、医師によ
る面接指導を実施し、その結果、医師の意見を聞いたうえで、
必要な場合には作業の転換、労働時間の短縮、その他、適切な
就業上の措置を講じなければならないとしています。
　　今回施行される「ストレスチェック制度」は、50人未満の事
業場では努力義務であることに加え、交通産業は、メンタルヘ

ルス不調が起因の労災が多い業種であることから、すべての事
業場で「ストレスチェック制度」の導入を求めることとします。
⑶　メンタルヘルス不調の大きな原因の一つには、長時間労働や不
規則な生活があげられます。私たちの職場は、まさに長時間・不
規則勤務であり、昼と夜とが逆転する業務も少なくありません。
さらに、定時運行の維持や乗客への対応、道路の走行環境など
安全に配慮しながらの業務は、緊張と同時にストレスを高めます。
　　メンタルヘルス対策は、多くの組合で取り組みを進めていま
すが、ストレスチェック制度を導入した組合においても、「心身
の病」を克服した労働者の職場復帰に向けた支援プログラムの
策定など、メンタルヘルス対策の課題は労使共通の課題として
協議し、充実をはかっていくこととします。

３．祝日法改正による新たな国民の祝日は、特別休日として協約化
をはかる
⑴　「国民の祝日に関する法律」が2014年５月23日に改正され、
毎年8月11日を「山の日」とし、2016年から施行されることとな
りました。この改正により国民の祝日は、年間16日となりました。
⑵　これまでの私鉄総連の取り組みは、「国民の祝日」に関して、
法律が改正されるたびに秋闘の統一要求として取り組み、労働
時間の短縮闘争と相まって「法定外休日」として協約化してき
ました。現在、86組合で協約化（2014年組織・職場総点検調査）
していますが15秋闘では、8月11日の「山の日」をはじめ祝日法
改正による新たな国民の祝日は、特別休日として協約化するこ
ととします。
　　なお交渉では、国民の祝日に関する法律の「国民の祝日の定
め」（第２条）、「『国民の祝日』は、休日とする」（第３条）に留
意しながら協約化することを求めていくこととします。

≪九州地連統一要求≫
１．マイナンバー制度の運用開始に向け、現行労働協約の検証
　を行うこと。
　　2016年１月からの「マイナンバー制度」運用開始に伴い、個人
情報保護の観点から現行協定の検証をおこない、不備のある場合
は新たな協約による保護ルールを確立するとともに、これに違反
した場合の罰則強化をめざします。

3 西鉄労組２０１５年秋季年末闘争について
　「総連2015年秋季年末闘争方針」に則り、産別統一要求３項目、
九州地連統一要求１項目、および下記の単組独自要求２項目につい
て、闘争委員会を設置し闘いを進めます。
≪単組独自要求≫
１．育児・介護にかかわる諸制度のさらなる充実をはかるととも
　に制度を取得しやすい環境を整備すること。
　　14秋闘　組織・職場総点検でおこなった、育児・介護にかかわ
る諸制度に関するアンケートでは、全体としては概ね、取得しや
すい職場環境にあるとの結果であったが、男性組合員の取得率の
低さや、一部の職場では取得しやすい職場環境への早期改善が求
められるなど、取り組むべき課題は残っている。
　　次世代育成支援対策推進法では、育児に関する両立支援が企業
の社会的責任として求められ、さらに、育児・介護休業法では育
児だけでなく介護についても、両立支援が企業の法的義務として
求められています。
　　このような背景を踏まえ、育児・介護にかかわる諸制度取得時
の取り扱いなど、さらなる充実を求めるとともに、制度を取得しや
すい職場環境整備を求めていきます。
２．保存年休取得要件の拡大をはかること。
　　保存年休制度は、失効計画慰休を有給休暇とし50日を限度とし
て保存できる制度であるが、現行制度では、子の看護（小学校就
学前）および家族の介護を目的とした取得に限られているため、
より有効に活用できるよう求めていきます。

4 退職金闘争について
　西鉄労組では、2016年３月に退職金協定の改定期を迎えることか
ら、2016年４月以降の退職金協定の要求をおこないます。
　年金・医療・介護などの社会保障制度が揺らぐなか、組合員とそ
の家族が定年後も安心して生活を送るためには、退職金は極めて重

要なものです。退職金は、「賃金の後払いである」という基本認識を
堅持し「現行協定の継続」を求めます。
　また、現在の西鉄労組の退職金協定は、産別統一要求と要求時期
に違いがありました。今後、私鉄の仲間とともに産別統一要求として
闘いを進めるため、今年に限り協定有効期限の要求を２年とします。
　退職金闘争においては、組合員一人ひとりが要求の趣旨を十分理
解し、積極的に参加するとともに高率のスト権を確立し闘いを進め
なくてはなりません。
　よって、15秋闘とともに闘争委員会を設置し、闘争強化と闘争全
般の指導にあたります。
≪要求内容≫
　退職金協定内容（第２基本給を含む）の継続および協定有効
期限を2018年３月末とすること。

5 闘争の進め方
　産別統一要求、九州地連統一要求、単組独自要求、および退職金闘
争は、スト権を確立したうえ、単組別交渉にて回答を求めていきます。
⑴　要求書提出
　　産別統一要求は、10月15日付とし、総連・地連・西鉄労組の三
者連名による要求書を九州地連統一要求、単組独自要求、および
退職金協定の要求書と併せて11月２日に提出します。
⑵　スト権投票
　　15秋闘並びに退職金闘争については、スト権を確立し闘いを進
めることとし、投票は11月４日～ 11月６日（17時まで）におこ
ないます。
　　なお、分会長は投票終了次第、結果を集約し本部（各部門）に
報告とします。
⑶　戦術とストライキ日程
　　交渉を重視し解決に全力を挙げ、11月27日（金）までに回答
を求めます。また、組合側の「交渉重視」に対し、検討に値する
回答が得られないなど交渉が難航した場合は、スト権を背景にさ
らなる交渉促進をはかり、年内解決をめざします。
　　なお、争議予告については、総連が一括して11月16日（月）に
おこないます。

２０１５年秋闘・退職金闘争  闘争委員会の設置と任務分担
⑴　目　的
　　2015年秋闘・退職金闘争推進のため、闘争全般にわたる組織
体制の確立と指導にあたります。

⑵　性　格
　①　組合規約第８条～第11条に定める執行委員会の拡大会議としま
す。

　②　決議に採択を必要とする場合は、執行委員会でおこないます。
⑶　構　成
　　執行委員、特別執行委員
⑷　運営と権限
　①　総連の指令と具体化および独自の戦術
　②　戦術に臨む意思統一
　③　その他、執行委員会が必要と認めた事項

【組織および任務分担】
　　闘争委員長　　　佐　田
　　闘争副委員長　　　緒　方
　　闘争書記長　　　古　賀（孝）
１．交渉対策委員（資料作成・交渉実務・その他）
　　①対策委員：佐田・緒方・古賀（孝）・古賀（栄）
　　②交渉委員：古賀（孝）・古賀（栄）・山本・森・髙木
２．戦術委員会（戦術の具体化と立案）
　　　緒方・古賀（孝）・古賀（栄）・山本・森・髙木
３．組織・総務対策委員
　　（情報把握・指令・指示の伝達・交渉事項・その他）
　　　古賀（栄）・山本・森・髙木・末次
　　〔各部門担当〕
　　　自動車：松本、鉄道：渡辺、兼業：髙木
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